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コロナ禍で子育て世代が東京から隣接県などに転出している
5月5日のこどもの日にあわせて総務省が発表した日本の子どもの数は、41年連続で減った。注目すべきは、東京都の子どもの数も減少に転じたことだ。新型コロナウイルス禍で30代の女性が東京から離れているのが主因だ。近年は東京だけで子どもが増える、いわば「子ども一極集中」といえる状況が続いていた。これからは、日本全国で子どもが減っていく局面に入る。

■「子ども東京一極集中」に変化

総務省が4日発表した14歳以下の子どもの数（外国人含む、2022年4月1日時点）は、前の年より25万人少ない1465万人になった。1982年から41年連続の減少だ。あわせて発表した都道府県別の子どもの数（2021年10月1日時点）によると、すべての都道府県で前の年より減っていた。

【関連記事】子どもの数、最少の1465万人 15歳未満41年連続で減少

21年分（20年10月1日時点）では東京都のみ子どもが増えていた。しかし、21年10月1日時点では都の子どもは155万3千人と前年より1万5千人減った。

都がまとめている日本人の子どもの人数も、02年から19年まで増え続けていたのが、20年から減り始めている。およそ20年ぶりに東京も子どもが減り始めているのだ。約10人に1人が「東京っ子」という「子どもの一極集中」に変化が起き始めている。

少子化が長らく叫ばれるなかで、東京では子どもが増えていた背景には、若い女性の流入があった。東京には年間およそ20万人の女性が地方から流入してくる。その7割が20～30代の女性だ。東京から出て行く人もいるが、差し引いても入ってくる人の方が多い。東京は1人の女性が産む子どもの数は少ないが、産む世代が続々と入ってくるので、全体の数が増えていた。

■子育て世代、コロナ禍で転出

それが減少に転じたのはなぜか。ニッセイ基礎研究所の天野馨南子氏は「コロナ禍で子育て世代が、東京から主に隣接県に転出した影響が大きい」と話す。総務省の住民基本台帳人口移動報告によると、20年、21年とも30代女性は転出超過だった。今後についても「20～30代の女性人口が全国的に減っていくので、東京も出生数は減っていく」という見通しだ。

保育園整備など子育て政策の転換も必要になりそうだ。学習院大学の鈴木亘教授は「保育需要が減っていくのは間違いない」と指摘する。保育園余りも現実になるなかで「保育士の配置を手厚くしたり、教育に力をいれたり、保育園ごとの工夫が必要になる。自治体は、例えば複数の保育園を集めた利用者向けの説明会を開くなど、利用者が保育園をより選びやすくする支援などが考えられる」と話す。

■地方「財政や会社の先行きに不安」

一方、地方では古い因習が女性の流出を促しているという指摘もある。総務省の発表で、子どもの割合が9.5%と全国で最も低かったのは秋田県だ。秋田県の佐竹敬久知事は、今年2月の議会で「若い世代や女性の県外流出の背景の一つには、周囲からの過度の干渉や、性別による役割の固定化などによる閉鎖的な雰囲気があると推察している」と踏み込んだ。

秋田県で2歳の子どもを育てる会社員の女性（38）は「秋田ののんびりした環境が好き」としながらも、「有力な就職先は役所や地方銀行のみ。大学で専門的なことを学んでもいかす場所が少ない。財政や会社の先行きへの不安もあり、2人目出産に踏み出せない」と話す。また「現代史を学び直したいが、都心のように働きながら大学で学び続けることができない」と言う。

■20～30代の女性、10年ごとに1割ずつ減

20～30代の女性の数は、いまは1300万人弱いるが、国立社会保障・人口問題研究所の予測では、今後10年間ごとに1割ずつ減っていく見通しだ。50年には900万人ほどになる。都心にいても地方にいても、女性が自らの人生を楽しみながら、子育てできる環境を整えていく必要がある。
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